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Ａ－１　附帯事項等についての履行状況   認可組織名：名古屋柳城女子大学

１.認可時の附帯事項 （「寄附行為（変更）認可」にあたって文部科学大臣から付された附帯事項に対するもののみ記入）

認可時の附帯事項
（学校法人分科会からの附帯事項のみ。その他意見は記入不要。）

左の履行状況
（改善の有無、経緯や対応状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等）

1 新設大学において、確実に学生を確保できるよう、戦略的に取り組むこと。
【助言事項】

1 【令和２年度改革・改善状況】
・学生募集プロジェクトチーム（教職員から選出）を立ち上げ、本学（大学及び短大）の強み
を抽出し、学生募集につなげる。
・学部・学科会議において、本学（大学及び短大）の強みを抽出し、学生募集につなげる。
【令和３年度改革・改善状況】
・開設２年目において、名古屋柳城女子大学こども学部こども学科の入学定員充足の状況は下
表のとおりであるが、開設３年目に向けて、本年度から、担当課である「入試広報課」を「入
試広報部」に格上げし、学生募集活動を最重点課題と位置づけ、法人本部と大学・短大との連
携強化を図り、目標達成に努める。また、「入試広報戦略」を策定し、令和４年度の入学生確
保に向け具体的方策を実施する。
【令和4年度改革・改善状況】
・開設３年目において、学生募集の強化を図るべく「広報戦略会議」を定期開催し
て、オープンキャンパスの企画内容強化、パンフレットリニューアル、SNS強化等
高校生の視点に立ってニーズ把握に務める。
合わせて、法人本部と大学・短大の連携、入試広報戦略の策定などは、前年度計画
を継続し、引き続き改革に努める。

2 近年、経常収支差額比率が悪化傾向にあり、また完成年度における法人全体の
基本金組入前当年度収支差額がマイナスとなっていることから、収支の均衡を
前提とした中長期的な財政計画の策定・実行など、経営基盤の安定確保に取り
組むこと。【助言事項】

2 ・令和２年度第１回理事会において、議案「学校法人柳城学院　中期計画」を議案として提示
し、承認を得た。内容としては、財務状況の実行ある改革・改善プランの策定と全学的な実施
である。
【令和２年度改革・改善状況】
(1)令和２年度経費の削減　　(2)役員報酬の見直し　　　(3)入試手当の見直し　　(4)旅費交
通費の見直し(5)特別任用職員の採用    (6)賞与支給の削減
・寄付金の充実➡受配者指定寄付金の利用開始（企業からの寄付金）の充実
【令和３年度改革・改善状況】
(1)監事と内部監査室並びにIR室との連携強化により、「柳城学院経費削減計画」の確実な遂
行
(2)経常的な経費の削減など支出全体の抑制
(3)補助金獲得強化の分析及び事業計画に基づいた予算管理の構築
(4)予実管理を徹底
(5)各課の業務の見直しを行い、現有職員で運用できる組織体制の改革
【令和4年度改革・改善状況】
令和３年度改革を継続し、引き続き経費削減や予実管理の徹底に努める

（注意事項）
1

2

3

4

5 平成30年度以前開設の大学・学部の新設等については、「附帯事項」を「留意事項」と読み替えて作成してください。

「認可時の附帯事項」に対する履行状況について、寄附行為（変更）認可を受けた大学、大学院、学部、学科、研究科等や設置者変更といった認可申請の単位（以下「認可組織」
という）ごとに作成してください。附帯事項が付されていない場合は、「特になし」と記載してください。
※学校法人分科会から付された意見のみ記入してください。
※大学設置分科会から付された意見については記入しないでください。
※「その他意見」については記入する必要はありません。

「左の履行状況」の欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入してください。

定員充足の在り方（定員未充足）に関する附帯事項が付されている場合は、必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

附帯事項に対する履行状況が確認できる根拠資料を必ず添付してください。
（例）
①補助金等の受入れについては、地方公共団体からの補助金交付通知書等の写しや受入れ後の預金通帳の写し
②寄附金の任意性については寄付金募集要項や募集趣意書等の写し
③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等
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２.履行状況調査結果に基づく指摘事項等（指摘事項等に対するもののみ記入）
履行状況調査結果に基づく指摘事項等

（学校法人分科会からの指摘事項等のみ。その他意見は記入不要。）
区分

（プルダウンで選択）

左の履行状況
（改善の有無、経緯や対応状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等）

1 教育内容の充実等を通じ、入学定員未充足の改善に努めるこ
と。（こども学部こども学科）

（履行状況調査結果通知日：令和４年３月２５日）

指摘事項（改善意見）

1 〔令和３年度〕開設３年目において、年々県内の保育希望の高校生が減少する中、大
学教員による提携高校への授業実施を行い、保育分野への興味を持たせるとともに、
本学への希望者増員を図った。令和４年４月入学者充足状況は下表のとおりである。
入試広報部にて広報戦略を立案し、オープンキャンパスの開催数増、教職員による高
校訪問強化、入試広報部によるガイダンス参加強化などを行った。
〔令和４年度〕今年度より「広報戦略会議」を立上げ、学長、事務局長以外に入試広
報委員長や入試広報部長等を加え、数値分析を始め、より精度を高めた活動を実施。
オープンキャンパス等直接高校生との関りの上、本学への希望が入試時期まで持続で
きるよう丁寧な広報活動を実施する。

（注意事項）
1

2

3

4

5

6

7 指摘事項に対する履行状況が確認できる根拠資料を必ず添付してください。
（例）
①補助金等の受入れについては、地方公共団体からの補助金交付通知書等の写しや受入れ後の預金通帳の写し
②寄附金の任意性については寄付金募集要項や募集趣意書等の写し
③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等

「履行状況調査結果に基づく指摘事項等」に対する履行状況について、認可組織ごとに作成してください。ただし、認可組織が複数ある場合で、同じ指摘事項等が付されている場合は一
括して取りまとめの上、記入してください。

履行状況調査期間中に付された指摘事項等については全て記入してください。その際、履行状況調査結果の通知年月日を必ず付記してください。
※同じ文言の指摘事項等が複数年にわたり付されている場合は、指摘事項等の文言の後に通知年月日をそれぞれ並べて記載してください。
※学校法人分科会から付された指摘事項等のみ記入してください。大学設置分科会から付された指摘事項、学校法人分科会から付された「その他意見」については記入不要です。

「区分」については、「是正意見」「改善意見」「指摘事項（法令違反）」「指摘事項（是正意見）」「指摘事項（改善意見）」の別を記入してください。
※平成30年度から「是正意見」「改善意見」に代わり「指摘事項（是正意見）」「指摘事項（改善意見）」「指摘事項（法令違反）」を付しています。

指摘事項等が付されていない場合は、「履行状況調査結果に基づく指摘事項等」に「特になし」と記入してください。

「左の履行状況」欄の記載に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入してください。

定員充足の在り方（定員未充足）に関する留意事項が付されている場合は、必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。
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Ｂ－１　大学等創設事業の内容及び学校法人の概要

年 人 人 人

　年度

（注）１．寄附行為（変更）認可申請書に添付した様式第２－１号に準じて作成してください。

　　　２．認可時から変更がある場合は、見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、最新の内容を記載）で記入してください（法人の沿革を除く）。　

　　　３．「調査対象組織の内容」は、認可組織ごとに適宜欄を設け作成してください。

名古屋柳城女子大学

調 査 対 象

内 容

組 織 の こども学部こども学科

年次

280―704

法 人 の
事 務 所 の 所 在 地

名 称

大 学 等 名 学 部 ・ 学 科 名 等 修 業 年 限 入 学 定 員

学校法人　柳城学院 愛知県名古屋市昭和区明月町二丁目54番地

編 入 学 定 員 収 容 定 員 備 考

沿 革

（ 概 要 ）

明治34年　　幼稚園の設立認可を得る
明治43年　　養成所の校名を柳城保姆伝習所とする
大正13年　  柳城保姆伝習所を柳城保姆養成所と改称
昭和16年　  柳城保姆養成所を柳城保育専修学校と改称
昭和25年　　柳城保育専修学校を柳城女子学院に改称し、現在地に移転
昭和28年  　学校法人柳城女子短期大学設置認可
昭和29年　　柳城女子短期大学　開学（入学定員　20名）
昭和50年　　柳城女子短期大学　入学定員の変更（入学定員20名→100名）
昭和53年　  柳城女子短期大学附属豊田幼稚園設立　　柳城幼稚園を柳城女子短期大学附属柳城幼稚園に改称
昭和61年　　柳城女子短期大学　入学定員の変更（入学定員100名→150名）
平成 8年　   学校法人柳城学院と改称、名古屋柳城短期大学と改称、柳城女子短期大学附属柳城幼稚園を名古屋柳城短期大学附属柳城幼稚園に園名変更
　　　　　　　　柳城女子短期大学附属豊田幼稚園を名古屋柳城短期大学附属豊田幼稚園に園名変更
平成 9年　   名古屋柳城短期大学に専攻科保育専攻　開設(収容定員　30名）
平成10年　  名古屋柳城短期大学に専攻科介護福祉専攻　開設（収容定員　30名）
平成12年　  名古屋柳城短期大学附属三好丘聖マーガレット幼稚園　設立
平成19年　  名古屋柳城短期大学　入学定員の変更（入学定員150名→200名）
平成31年    名古屋柳城短期大学附属豊田幼稚園を廃止し、幼保連携型認定こども園名古屋柳城短期大学附属豊田幼稚園を設置（認可定員　20８名）
                 名古屋柳城短期大学専攻科介護福祉専攻(入学定員　30名）廃止
令和 2年     名古屋柳城女子大学　開学(入学定員　70名)
                 名古屋柳城短期大学　入学定員の変更（入学定員200名→130名）
令和 5年　　名古屋柳城短期大学　入学定員の変更（入学定員130名→100名）　届出済

開 設 年 度 申 請 区 分 調 査 対 象 組 織 の 住 所大学新設令和2 愛知県名古屋市昭和区明月町二丁目54番地

法 人 の
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Ｂ－２　大学等創設事業の実施及び支払状況   認可組織名：
（単位：千円）

年度　
　区分

‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡

- - - - - - -

‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡

- - - - - - -

0㎡ 3,503.36㎡ 371.56㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ 3,874.92㎡

1,237
228,734
91,907

2,149
141,343

- - -
232,120
233,250

‐　　㎡
962.18㎡

0㎡
0㎡

962.18㎡
‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ 962.18㎡

-
11,616

0
0

11,616
- - - 11,616

‐　　冊 977冊 417冊 536冊 ‐　　冊 ‐　　冊 1,930冊

- 2,833 2,086 1,297 - - 6,216

‐　　点 1,047点 228点 ‐　　点 ‐　　点 ‐　　点 1,275点

-
94,481
4,764

8,785
99,167

- - -
103,266
103,931

小 計 1,237
337,664
99,504

13,020
254,212

1,297 - -
353,218
355,013

202,829
284,600

202,829
284,600

1,237
337,664
99,504

215,849
297,620
538,812

1,297 - -
556,047
637,818
639,613

‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡

- - - - - - -

‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡

- - - - - - -

0㎡ 3,503.36㎡ 371.56㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ 3,874.92㎡

1,237 228,734 2,149 - - - 232,120

‐　　㎡ 692.18㎡ 0㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ ‐　　㎡ 962.18㎡

- 11,616 - - - - 11,616

‐　　冊 977冊 417冊 536冊 ‐　　冊 ‐　　冊 1,930冊

- 2,833 2,086 1,297 - - 6,216

‐　　点 1,047点 228点 ‐　　点 ‐　　点 ‐　　点 1,275点

- 94,481 8,785 - - - 103,266

小 計 1,237 337,664 13,020 1,297 - - 353,218

202,829 202,829

1,237 337,664 215,849 1,297 - - 556,047

（注）
1
2
3

4

5

6
7
8
9

10

当
初
計
画
（

認
可
時
）

図書

教具・校具・備品

実
施
状
況
（

今
年
度
）

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

校地合計

（うち造成費）

校舎（基準内）

校舎（基準外）

図書

教具・校具・備品

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

新設校の初年度経常経費

認可組織ごとに作成してください。

「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、
「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。
（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）

合　　　　計
　備　　考

　　相談１：令和3年2月8日　　　　　相談２：令和3年7月15日

それぞれの項目の上段に面積や冊数、下段に要する経費を記入してください。

計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、「当初計画（認可時）」の該当欄に
※を付した上で、相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日及び変更理由を記
入してください。（事前相談が複数回ある場合は、「※①」「※②」など区分して記入してください。）

学校法人柳城学院

校地合計

（うち造成費）

校舎（基準内）

校舎（基準外）

合計申請年度 開設年度 完成年度令和3年度 令和4年度平成30年度

合　　　　計

新設校の初年度経常経費

「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談（場合によっては「設置計画変更協
議書」の提出）が文部科学省となされている必要があります。

学部増、学科増の場合又は大学院の新設、研究科の増設の場合は「新設校の初年度経常経費」の欄は記入の必要はありません。

「当初計画（認可時）」と「実施状況（今年度）」とを比較して記載内容に異なる点がある場合には、その全ての相違点について理由を備考欄に記
入してください。

今後支払う予定の設置に係る経費がある場合は、「実施状況（今年度）」の該当欄に支払予定金額等を記入してください。
現物寄附がある場合は、当該欄にその旨を明記し、外数で記入してください。
該当する事項がない欄は斜線を引いてください（「－」でも可）。
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認可組織名：

（注）
1

2

3

4

5

6

406,047
487,878
489,613

150,000

合　　　　　計

平成30年度までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金1,257,130千円のうち406,047千
円を財源に充当

千円

千円
556,047
637,818
639,613

千円

千円

現金預金 406,047 千円

Ｂ－３　大学等創設事業の財源調達状況（大学等の設置に要する経費及び開設年度の経常経費の財源の調達状況）

平成30年度までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金1,257,130千円のうち489,613千
円を財源に充当

平成30年度までに学納金等事業活動収入から購入された有価証券150,000千円のうち公社債（額面金
額）150,000千円を財源に充当

区　　　　　分 財　源　充　当　額 財　源　の　調　達　方　法

現金預金

有価証券

千円

千円

千円

名古屋柳城女子大学

当
初
計
画

（
認
可
時

）

区分欄中の項目名は、当該大学等の設置に係る寄附行為（変更）認可申請書に記載した項目名によってください。

認可組織ごとに作成してください。

「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）が文部科
学省となされている必要があります。

「実施状況（今年度）」欄は、令和４年度現在における当該創設事業全体にかかる設置財源を記入してください。（今年度中の支払額ではありません。）

計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付
した上で、相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日及び変更理由を記入してくださ
い。（事前相談が複数回ある場合は、「※①」「※②」など区分して記入してください。）

「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、「当初計画（認可時）」の
該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。
　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）

※相談１：令和３年２月８日　　※相談２：令和３年７月１５日　有価証券(150,000千円)は令和2年度に満期償還済み。

千円

千円

合　　　　　計

備　　考

実
施
状
況

（
今
年
度

）

平成30年度までに学納金等事業活動収入から購入された有価証券150,000千円のうち公社債（額面金
額）150,000千円を財源に充当

150,000

千円

千円有価証券

556,047 千円

千円

487,,878 
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Ｃ－１　財務運営の状況

（１）資  金  収  支  の  状  況 （　法　人　全　体　） 　　　　　（単位：千円）

Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度
当初認可時計画における令
和３年度の法人全体の収支

状況(予算)

477,189 453,816 442,768 416,953 416,926

8,283 8,233 6,810 6,293 5,179

7,957 14,923 10,350 5,523 5,028

431,568 276,556 310,608 398,484 373,334

国庫補助金 74,456 48,918 76,125 88,166 69,763

都道府県補助金 105,969 68,840 73,406 49,863 52,023

市区町村補助金 251,143 158,798 161,077 260,455 251,548

2,156 1,656 250,399 250 250

45,158 42,630 24,306 31,777 33,000

0 0 0 0 0

103 101 7 6 6

12,097 27,098 15,089 16,219 13,448

247,000 0 0 0 0

40,425 35,405 37,335 35,810 35,405

174,598 265,329 45,527 27,969 25,971

▲ 288,408 ▲ 79,746 ▲ 60,159 ▲ 76,362 ▲ 49,522

1,383,570 1,257,130 765,226 555,937 555,937

2,541,695 2,303,131 1,848,265 1,418,859 1,414,961

579,788 608,270 590,082 686,894 693,167

274,492 192,874 172,351 141,168 169,575

80,800 96,142 89,895 86,529 99,808

179 1,092 1,084 1,026 1,026

9,270 4,830 13,080 13,056 13,056

541,582 454,899 10,919 14,681 14,705

18,135 143,502 22,426 20,152 20,755

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

203,384 434,251 417,034 24,868 24,871

55,275

▲ 424,264 ▲ 399,156 ▲ 25,743 ▲ 26,216 ▲ 24,176

1,257,130 765,226 555,937 455,501 345,700

2,541,695 2,303,131 1,848,265 1,418,859 1,414,961

※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類上の合計値を四捨五入で記入）

※認可組織が複数ある場合、「当初認可時計画における令和３年度の法人全体の収支状況(予算)」欄には、開設年度の新しいものの金額を記入してください。

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

［予備費］

教育研究経費支出

管理経費支出

支
　
出
　
の
　
部

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等利息支出

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

合計

人件費支出

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

合計

資産売却収入

借入金等収入

前受金収入

科　　　　　目

収
　
入
　
の
　
部

医療収入

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入
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（２）事　業　活　動　収　支　の　状　況　（　法　人　全　体　） 　　　　（単位：千円）

Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度
当初認可時計画における令
和３年度の法人全体の収支

状況(予算)

学生生徒等納付金　（ア） 477,189 453,816 442,768 416,953 416,926

手数料 8,283 8,233 6,810 6,293 5,179

寄付金 7,724 14,769 10,000 5,731 4,906

経常費等補助金　（イ） 222,098 274,292 299,257 385,678 360,831

付随事業収入 45,158 42,630 24,306 31,777 33,000

医療収入 0 0 0 0 0

雑収入 13,398 27,368 15,089 16,219 13,448

教育活動収入　計　（ウ） 773,851 821,108 798,230 862,651 834,289

人件費　（エ） 577,196 612,444 590,768 688,383 696,912

教育研究経費　（オ） 365,303 298,702 306,072 270,401 301,124

管理経費　 87,484 103,665 98,232 93,752 107,563

徴収不能額等 0 0 0 0 0

教育活動支出　計　（カ） 1,029,983 1,014,811 995,071 1,052,537 1,105,599

▲ 256,132 ▲ 193,703 ▲ 196,841 ▲ 189,886 ▲ 271,310

受取利息・配当金 103 101 7 6 6

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入　計　（キ） 103 101 7 6 6

借入金等利息　（ク） 179 1,092 1,084 1,026 1,026

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出　計　（ケ） 179 1,092 1,084 1,026 1,026

▲ 76 ▲ 991 ▲ 1,077 ▲ 1,020 ▲ 1,020

▲ 256,208 ▲ 194,695 ▲ 197,919 ▲ 190,905 ▲ 272,330

資産売却差額 300 0 32,000 250 0

その他の特別収入 210,024 3,101 11,917 13,701 12,795

特別収入　計 210,324 3,101 43,917 13,951 12,795

資産処分差額 70,798 16,183 802 1,513 14,090

その他の特別支出 0 0 0 0 0

特別支出　計 70,798 16,183 802 1,513 14,090

139,526 ▲ 13,082 43,115 12,438 ▲ 1,295

54,662

▲ 116,682 ▲ 207,777 ▲ 154,804 ▲ 178,467 ▲ 328,287

▲ 461,660 ▲ 208,822 ▲ 318,161 ▲ 33,423 ▲ 27,923

▲ 578,341 ▲ 416,599 ▲ 472,965 ▲ 211,891 ▲ 356,210

▲ 28,241 ▲ 401,644 ▲ 818,242 ▲ 1,290,531 ▲ 1,290,531

204,938 0 677 6,481 197

▲ 401,644 ▲ 818,242 ▲ 1,290,531 ▲ 1,495,940 ▲ 1,646,543

（参考）

事業活動収入　計　（シ） 984,278 824,309 842,154 876,608 847,091

事業活動支出　計 1,100,959 1,032,086 996,958 1,055,075 1,175,378

※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類上の合計値を四捨五入で記入）
※行の追加・削除は行わないで下さい。（「様式Ｃ－１(４)」で自動計算されるため）
※認可組織が複数ある場合、「当初認可時計画における令和３年度の法人全体の収支状況(予算)」欄には、開設年度の新しいものの金額を記入してください。

科　　　　　目

教
育
活
動
収
支

収
　
入

支
　
出

教育活動収支差額

翌年度繰越収支差額

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計　（サ）

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

教育活動外収支差額

〔　予備費　〕

経常収支差額　（コ）

特
別
収
支

収
入

支
出

特別収支差額
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（３）貸　借　対　照　表（　法　人　全　体　）

Ｈ３０年度 Ｒ 元 年 度 Ｒ ２ 年 度 Ｒ ３ 年 度 Ｈ３０年度 Ｒ 元 年 度 Ｒ ２ 年 度 Ｒ ３ 年 度

3,125,416 3,589,363 3,257,829 3,155,869 870,087 847,113 446,604 437,319

2,948,478 3,418,028 3,240,729 3,138,696 386,519 374,290 363,660 351,889

うち、土地　 724,269 724,269 656,269 656,269 うち、長期借入金 247,000 233,920 220,864 207,808

うち、建物　 1,826,925 2,168,266 2,084,446 2,002,730 うち、学校債 0 0 0 0

うち、構築物 142,432 172,225 157,312 143,551 うち、退職給与引当金 127,723 131,897 132,583 134,072

うち、教育研究用機器備品 63,719 179,871 166,972 151,975 483,568 472,823 82,944 85,430

23,504 19,557 15,720 15,703 うち、短期借入金 4,830 13,080 13,056 13,056

153,435 151,778 1,379 1,469 うち、未払金 431,544 399,675 23,748 26,024

うち、借地権 0 0 0 0 うち、前受金（ｈ） 40,425 35,405 37,335 35,810

うち、有価証券 152,055 150,399 0 0 3,754,994 3,547,218 3,392,414 3,213,946

うち、長期貸付金 0 0 0 0 4,156,638 4,365,460 4,682,944 4,709,887

1,499,665 804,968 581,189 495,397 第１号基本金 4,099,638 4,288,460 4,605,944 4,632,887

1,257,130 765,226 555,937 455,501 第２号基本金 0 0 0 0

0 0 0 0 第３号基本金 0 0 0 0

242,535 39,742 25,252 39,896 第４号基本金 57,000 77,000 77,000 77,000

4,625,081 4,394,331 3,839,018 3,651,265 繰 越 収 支 差 額（j） ▲ 401,644 ▲ 818,242 ▲ 1,290,531 ▲ 1,495,940

翌年度繰越収支差額 ▲ 401,644 ▲ 818,242 ▲ 1,290,531 ▲ 1,495,940

4,625,081 4,394,331 3,839,018 3,651,265

1,411,205 1,473,918 1,605,418 1,718,671

173,085 604,564 241,282 225,559

（単位：千円）

固　定　負　債（ｆ）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科　　　目 科　　　目

負　　　債　　　（ｅ）固　定　資　産（ａ）

有 形 固 定 資 産

流　動　負　債（ｇ）

特 定 資 産

　うち、現金・預金（ｃ）

　純　資　産　（i）

基　　本　　金

そ の 他 の 固 定 資 産

※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類
　上の合計値を四捨五入で記入）
※行の追加・削除は行わないで下さい。（「様式Ｃ－１(４)」で自動計算されるため）

減価償却額の累計額の合計額

基 本 金 未 繰 入 額

　その他

流　動　資　産（ｂ）

合　　　　　計　（ｄ）

合計(ｅ)＋(i)

　うち、有価証券
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（４）財　務　比　率　表　（ 法 人 全 体 ） ※自動計算

総 負 債 － 前 受 金 (e)-(h)

総 資 産 (d)

純 資 産 (i)

負 債 ＋ 純 資 産 (e)+(i)

流 動 資 産 (b)

総 資 産 (d)

流 動 資 産 (b)

流 動 負 債 (g)

固 定 資 産 (a)

純資産＋固定負債 (i)+(f)

前 受 金 (h)

現 金 預 金 (c)

現 金 預 金 (c)

前 受 金 (h)

繰 越 収 支 差 額 (j)

負 債 ＋ 純 資 産 (e)+(i)

教 育 活 動 支 出 (ｶ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

人 件 費 (ｴ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

借 入 金 等 利 息 (ｸ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)

教 育 研 究 経 費 (ｵ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)

経 常 収 支 差 額 (ｺ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)

補 助 金 (ｲ)

事 業 活 動 収 入 (ｼ)

基 本 金 組 入 額 (ｻ)

事 業 活 動 収 入 (ｼ)

人 件 費 (ｴ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)
※　(3) 貸借対照表の「(a)～(j)」及び、(2) 事業活動収支の状況の「(ｱ)～(ｼ)」により計算。小数点第１位（小数点第２位を四捨五入）まで記入。

74.0% 79.8%

基 本 金 組 入 率 -46.9% -25.3% -37.8% -3.8%

44.0%

学生生徒等納付金比率 61.7% 55.3% 55.5% 48.3%

0.1%

経 常 収 支 差 額 比 率 -33.1% -23.7% -24.8% -22.1%

教 育 研 究 経 費 比 率 47.2% 36.4% 38.3% 31.3%

経
　
　
営
　
　
状
　
　
況

教 育 活 動 支 出 依 存 率 215.8% 223.6% 224.7%

借 入 金 等 利 息 比 率 0.0% 0.1% 0.1%

補 助 金 比 率 22.6% 33.3% 35.5%

人 件 費 比 率 74.6% 74.6%

252.4%

人 件 費 依 存 率 121.0% 135.0% 133.4% 165.1%

-33.6% -41.0%

前 受 金 保 有 率 3109.8% 2161.4% 1489.1% 1272.0%

7.9%

固 定 長 期 適 合 率 75.5% 91.5% 86.7% 88.5%

579.9%

流 動 資 産 構 成 比 率 32.4% 18.3% 15.1% 13.6%

11.0%

純 資 産 構 成 比 率 81.2% 80.7% 88.4% 88.0%

財
　
　
務
　
　
状
　
　
況

負 債 率 17.9% 18.5% 10.7%

流 動 比 率 310.1% 170.2% 700.7%

前 受 金 構 成 比 率 3.2% 4.6% 6.7%

繰越収支差額構成比率 -8.7% -18.6%

区分 Ｈ ３ ０ 年 度 Ｒ 元 年 度 Ｒ ２ 年 度 Ｒ ３ 年 度比　　　　率 算 式 （ × １ ０ ０ ）
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Ｄ－１　負債償還計画（法人全体）
（単位：千円）

区分 

申請年度計画 令和2年度計画 令和3年度計画 令和4年度計画 完成年度

 借入先 返済実績 返済実績 返済実績 返済実績 返済実績 返済実績

4,830
(51) (0) (0) (0) (0) (0)

4,830
(51) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)
13,080 13,056 13,056 13,056

(1,041) (1,084) (1,025) (967) (0) (908)
13,080 13,056 5,440 0

(1,041) (1,084) (1,025) (410) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

4,830 13,080 13,056 13,056 13,056
(1,092) (1,084) (1,025) (967) (0) (908)

4,830 13,080 13,056 5,440 0

(1,092) (1,084) (1,025) (410) (0) (0)

824,309 842,154 876,608 950,843 1,029,174

※平均

0.7 1.6 1.6 0.6 #DIV/0! 0.0 1.10%

（注）１．それぞれの借入について、上段に「当初計画」、下段に「返済実績」の数値を記入してください。
　　　２．借入年度内に返済されるもの（短期）を除く全ての借入金、未払金（申請後に借入等を行ったものを含む）について記入してください。なお、形式上の返済
　　　　　期限が借入年度内であっても、実質的には証書、手形の書替え等により、長期にわたり継続する予定のものは必ず記入してください。この場合は、「返済期間」
　　　　　の欄には実質上の完済予定期間を記入し、「備考」の欄に形式上の決済期限（例：「３ヶ月手形」等）を記入してください。
　　　３．借入先別、借入年月日別に記入してください。
　　　４．「返済計画」及び「返済実績」欄の（　）内には、当該年度分の利息額を外数で記入してください。
　　　５．「現在残高」の欄には、短期借入金（当該借り入れを行う年度内に償還期限が到来するものに限る。）に係る支出を控除したものの額を含めて記入してください。
　　　６．「事業活動収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合」の欄は、小数点第１位（小数点第２位切捨て）まで記入してください。
　　　７．認可組織が複数ある場合、「申請時までの償還額」及び「申請時現在の残高」欄には、開設年度の新しいものの申請時残高を記入してください。
　　　　　また、「借入金に対する返済計画及び実績」の欄は、すべての認可組織が完成年度に達する年度までとします。
　　　８．「※平均」は、各年度の負債償還率を合算し、調査期間の年数で割って算出してください。

使途
 附属三好丘聖ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ幼稚園園舎取得
抵当物件　短大校舎敷地
 名古屋市昭和区明月町2-54

使途
 附属豊田幼稚園園舎取得
抵当物件　幼稚園園舎敷地
 豊田市市木町3-19-7

 

247,000 H31年3月25日
20年　　0.45％

（据置1年2ヶ月）
0 247,000

○○建設
（未払金）

合　　計

事　業　活　動　収　入　（　予　定　）

事業活動収入に対する負債償還額
（元金＋利息）の割合（％）

×１００
負債償還額（元金＋利息）

事業活動収入

当初借入
金　　額

日本私立学校
振興・共済
事業団

学校債

備　　　考
現在残高

借入金に対する返済計画及び実績申請時
現在の
残　高

申請時
までの
償還額

返済期間
及　　び
利　　率

借　入
年月日

独立行政法人福
祉医療機構

20年　　2.10％
（据置2年）

H12年3月23日 4,83087,00087,000

215,424
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Ｅ－１　設置校の入学定員・収容定員の充足状況

　（法人が設置する全ての設置校（高校以下も含めて）について記入）
（令和４年５月１日現在）

研究科・学部・学科名
（開設年度）

区　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度
平均入学定員

充足率
備　考

名古屋柳城女子大学 入 学 定 員 70 70 70

こども学部 志 願 者 数 47 56 55

こども学科 〔留学生〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

（令和２年度開設） 合 格 者 数 46 51 54

〔留学生〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

入 学 者 数 35 36 46

〔留学生〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

入学定員充 足率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0.50 0.51 0.65

収 容 定 員 70 140 210

現 員 35 71 117

〔留学生〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

収 定 充 足 率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 1 1 1

研究科・学部・学科名
（開設年度）

区　分 令和３年度 令和４年度
平均入学定員

充足率
備　考

名古屋柳城短期大学 入 学 定 員 130 130

保育科 志 願 者 数 119 102

（昭和２８年度開設） 〔留学生〕 〔0〕 〔0〕

合 格 者 数 114 102

〔留学生〕 〔0〕 〔0〕

入 学 者 数 103 99

〔留学生〕 〔0〕 〔0〕

入学定員充 足率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0.79 0.76

収 容 定 員 260 260

現 員 208 198

〔留学生〕 〔0〕 〔0〕

収 定 充 足 率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0.80 0.76

研究科・学部・学科名
（開設年度）

区　分 令和３年度 令和４年度
平均入学定員

充足率
備　考

名古屋柳城短期大学 入 学 定 員 15

専攻科保育専攻 志 願 者 数 15

（平成９年度開設） 〔留学生〕 〔0〕

合 格 者 数 15

〔留学生〕 〔0〕

入 学 者 数 14

〔留学生〕 〔0〕

入学定員充 足率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0.93 #DIV/0!

収 容 定 員 15

現 員 14

〔留学生〕

収 定 充 足 率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 1 #DIV/0!

0.55

0.77

####
令和４年度学
生募集停止、
令和５年度廃
止予定
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（注）１．調査年度までの過去４年間の状況について記入してください。ただし、大学院や短大等、修業年限期間が４年間ではない場合は、

修業年限期間分を記載してください。（例えば、６年制学部の場合は過去６年間）

２．大学、短大については学科単位、大学院については研究科単位で記入してください。大学、大学院、短大以外の学校種について

は学校単位で記入してください。

３．通信教育課程については、当該設置校欄に（通信教育課程）と記入してください。

４．留学生がいる場合には、〔 〕を設け内数で記入してください。

５．入定充足率、収定充足率は自動計算で小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで記入となっています。

（百分率（％）ではなく、小数で記入してください。）

６．学生募集停止をしている学科等がある場合は、該当する学科等の備考欄に「令和○○年度学生募集停止、令和○○年度廃止予

定」等と記載してください。

７．現員が０名の学科等については、備考欄に廃止予定時期（廃止予定がない場合はその理由）を記載してください。なお、既に廃

止の認可を受けている学科等は記載する必要はありません。

８．記入する修業年限期間に学部・学科等の名称変更等があった場合は、備考欄に名称変更の年度と旧名称を記載してください。

９．「入学者数」には、各年度の５月１日現在に在籍していた者の数を記入してください。したがって、一度入学手続をしても５

月１日までに、退学、除籍した者については除いてください。

10．新設の学科等ごとの平均入学定員充足率が０．７倍未満の学科等がある場合は、

「Ｅ－１（別紙）」の様式により学生確保の取組状況について記入し、Ｅ－１の次に添付してください。

（注）１．調査年度までの過去４年間の状況について記入してください。ただし、大学院や短大等、修業年限期間が４年間ではない場合は、

修業年限期間分を記載してください。（例えば、６年制学部の場合は過去６年間）

２．大学、短大については学科単位、大学院については研究科単位で記入してください。大学、大学院、短大以外の学校種について

は学校単位で記入してください。

３．通信教育課程については、当該設置校欄に（通信教育課程）と記入してください。

４．留学生がいる場合には、〔 〕を設け内数で記入してください。

５．入定充足率、収定充足率は自動計算で小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで記入となっています。

（百分率（％）ではなく、小数で記入してください。）

６．学生募集停止をしている学科等がある場合は、該当する学科等の備考欄に「令和○○年度学生募集停止、令和○○年度廃止予

定」等と記載してください。

７．現員が０名の学科等については、備考欄に廃止予定時期（廃止予定がない場合はその理由）を記載してください。なお、既に廃

止の認可を受けている学科等は記載する必要はありません。

８．記入する修業年限期間に学部・学科等の名称変更等があった場合は、備考欄に名称変更の年度と旧名称を記載してください。

９．「入学者数」には、各年度の５月１日現在に在籍していた者の数を記入してください。したがって、一度入学手続をしても５

月１日までに、退学、除籍した者については除いてください。

10．新設の学科等ごとの平均入学定員充足率が０．７倍未満の学科等がある場合は、

「Ｅ－１（別紙）」の様式により学生確保の取組状況について記入し、Ｅ－１の次に添付してください。
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Ｅ－１（別紙①）学生確保に関する分析・取組状況（新設の学科等平均入学定充足率が0.7未満の場合）

※「令和４年度の大学等設置に係る寄附行為（変更）認可後の財政状況及び施設等整備状況調査における学生
確保に関する説明　記載要領」を参照の上、 別紙様式にて作成し添付してください。
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Ｅ－１（別紙②）学生確保に関する分析・取組状況（新設以外の学科等の平均入学定員充足率が0.7未満の場合）

該当学科なし

※　学生確保について、現状をどのように分析した上で、具体的な取組を実施しているか。また、その効果と定員充足に向けた見通しを具体的に記載すること。
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Ｆ－１　役員等の氏名等

①　役　　員

理事 定数 人 理事選任条項（寄附行為の選任条項を記入すること。） 令和３年度中の

〔任期 3 年 理事会開催回数(※３)

実数 人 号 人 人

人 回

人

人

監事 定数 2 人 任期 3 年 回

実数 人

人 回

人

・

の別

(※１)役員報酬が無報酬であり、かつ令和３年１月１日～令和３年12月31日までの間に当該法人の教職員であった場合は、備考欄に当時の職名等を記入してください。

(※２)「理事会への実出席回数」欄は、「令和３年度中の理事会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。

(※３)理事会開催回数のカウントにおいて、同一日に複数回開催した場合は「１回」でカウントしてください。

令和3年4月1日
令和3年5月26日 6-1-5 評議員

（評議員会選任）
10 柳城幼稚園園

長(             )
織 田 純 代

オ ダ ス ミ ヨ
女

常 勤
名古屋柳城
短期大学

理事 三 枝 和 也
サ エ グ サ カ ズ ヤ

男
常 勤

理事 加 藤 高 明
カ ト ウ タ カ ア キ

非 常 勤
男

(令和４年７月１日現在）

 定例 10

  臨時 2

   計 12

備　　　考

京都大学大学院
文学研究科

立教大学
大学院

関西学院大学神
学部

明治薬科大学薬
学部

広島大学
大学院

愛知学院大学商
学部

0
(             )

立正大学
文学部

令和4年4月1日
令和4年6月15日 6-1-6 （理事会選任）

2

計

理事長就任日
（重任の場合、当初就任日）

重任して就任した場合
直近の理事長就任日

代表権登記日
（重任の場合は直近）

重任の場合、法務局に確認の上で重任の登記が不要
だった場合は、下記に「重任時の登記は不要」と記載

令和2年4月1日 令和2年4月13日

土 井 宏 純
ド イ ヒ ロ ス ミ

非 常 勤
男

住 所

選 任 区 分 等 外部役
員

該当の
有無

6-1-6

日本聖公会
（理事会選任）

選任区分

5

6

就　　　　　任

（登記年月日）

就任年月日 届出年月日

（重任年月日）

(令和2年4月13日)

令和3年5月26日

令和2年5月19日 6-1-4

(             )

主教

○

令和3年4月1日

6-1-5

(             )

区分 定数 実数

理事 西 原 廉 太
ニ シ ハ ラ レ ン タ

理事 菊 地 伸 二
キ ク チ シ ン ジ

職 名 又 は

（寄附行為において、兼任等により理事定数を減じる旨の規定がある場合は、以下に当該条項を記入すること。）

現

計

4

2

区 別

理事長
法人の全て
の業務

担 当 職 務

3

選 任 条 項 別 定 数 実 数

4

理 事 ・

監 事 の

理事 豊 田 和 子
ト ヨ ダ カ ズ コ

常 勤
女

ガ　　ナ

理事

常 勤

常 勤 ・

非 常 勤

理事 宮 島 義 人
ミ ヤ ジ マ ヨ シ ト

非 常 勤

非 常 勤
男

男

理事

4

4

2

8

0

名

代 表 権 の

常 勤

非常勤

うち
外部理事

職

年齢

フ　　リ 性別

範 囲

氏

第５条第１項

は号

平成28年4月1日

(令和2年4月1日)

令和2年10月24日

6-1-1

6-1-3

評議員
（評議員会選任）

令和3年4月1日

（理事会選任）

12

11

12

12

日本聖公会
（理事会選任）

11

12

○

学長

○

6-1-4

(             )

令和3年4月1日

(             )

令和3年5月26日

令和3年5月26日

令和2年4月1日

(             )

令和2年12月1日

理事長就任
令和2年4月1日

大学副学長、
短大副学長

法人事務局長

1

1

1

2

2

2

1

0

1

2

2

2

（※2）
理事会へ
の実出席

回数

○

9

第６条　理事は次の各号に掲げる者とする。
一　名古屋柳城女子大学学長
二　名古屋柳城短期大学学長
三　日本聖公会中部教区主教
四　日本聖公会の聖職者及び信徒より２名
五　評議員の内から評議員会の互選によって定められた者２名
六　本項第一号から第五号までに該当する者が選任した者２名

令和2年5月19日

男

（1.2.3号理事を除く）〕

常 勤

非常勤 1

最終学歴

報酬年額（千円）

全報酬額
（※1）うち

役員報酬額

項又
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の別

(※)「理事会への実出席回数」欄は、「令和３年度中の理事会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。

①－２　役員に対する退職金等支給状況（令和３年度）

の別

千円 千円

千円 千円

※役員としての退職金等が支給されている場合は、当該退職金等の支給の基礎となっている期間について「退職金等の支給の基礎となっている期間」欄の下段に（　）書きで記入してください。

選 任 区 分 等

選任区分
現

（登記年月日）

就任年月日 項又

は号

外部役員
該当の有

無
届出年月日

報酬年額（千円）

全報酬額

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）
理事 織 田 純 代

オ ダ ス ミ ヨ
常 勤 (2,565) (0)

平成25年4月1日 令和4年3月31日

                          

理 事 ・ フ　　リ ガ　　ナ 常 勤 ・

退 職 金 等
（うち役員と
しての退職

金等）

退職金等の支給の
基礎となっている期間 備　　　考

区 別 始期年月日 終期年月日

監 事 の 氏 名 非 常 勤

(             )

(             )

(             )

(             )

代 表 権 の

区 別

理 事 ・

監 事 の

職 名 又 は

監事

監事

担 当 職 務 範 囲

氏 名

フ　　リ ガ　　ナ

非 常 勤

非 常 勤

男

矢 野 美 季 恵
ヤ ノ ミ キ エ

本 田 直 樹
ホ ン ダ ナ オ キ

女

○

0

0

年齢

性別 常 勤 ・

非 常 勤 職 住 うち
役員報酬額

就　　　　　任

備　　　考

（重任年月日）

（※）
理事会へ
の実出席

回数

所 最終学歴

南山大学
外国語学部

慶応大学
法学部

令和4年4月20日

(             )

令和4年5月25日

(             )

(             )

(             )

○令和4年6月15日

令和4年6月15日

(             )

(             )

(             )
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②　評　議　員 (令和４年７月１日現在）

定数 19 人 実数 19 人 任期 3 年 評議員選任条項（寄附行為の選任条項を記入すること。） 令和３年度中の

（ 号評議員を除く） 評議員会開催回数(※２)

寄附行為で評議員会の「議決」を要するとしている事項 号 人 人

ア． 予算 カ． 合併 回

イ． 借入金 キ． 解散

ウ． 重要な資産の処分 ク． 収益事業 回

エ． 事業計画 ケ． その他

オ． 寄附行為の変更 （具体的に記入）

回

（ただし、寄附行為で諮問事項としているものは除く。） ・

（※1）「評議員会への実出席回数」欄は、「令和３年度中の評議員会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。　

(※２)評議員会開催回数のカウントにおいて、同一日に複数回開催した場合は「1回」でカウントしてください。

鎮
シズ

籏
ハタ

真弓
マ ユ ミ 女

名古屋柳城短期大学 H28.4.1 令和4年4月1日 1項2号 卒業生

0

0

兼理事長

副学長

兼理事

兼理事

1 同窓会会長

3

2

2

1項1号

1項3号

1項1号 教職員

0

2

3

7

6 2（寄附行為において、兼任等により評議員定数を減じる旨の規定がある場合は、
以下に当該条項を記入すること。）

2

卒業生
女

R4.4.1

男

名古屋柳城短期大学

R3.4.1

立正大学文学部 教職員

1項2号

1項2号

1項1号R4.4.1

3

3

現　　　　　職 住　　　　所 最終学歴

3 3

就　　　　　任 選 任 区 分 等

2

就任年月日 重任年月日 項又は号 選任区分

5 2

第22条　評議員は次の各号に掲げる者とし次の範囲から理事会
が
これを選任する。
　
　一　教職員のうちから４名
　二　卒業者のうちから　但し年令２５年以上の者３名
　三　理事会のうちから３名
　四　日本聖公会の聖職者のうちから３名
　五　名古屋柳城女子大学学生保護者のうちから２名
　六　名古屋柳城短期大学学生保護者のうちから２名
　七　理事会が適当とみとめたもの２名

1項1号

卒業生H31.4.1 令和4年4月1日

R4.4.1

教職員

議 決 事 項

フ　　リ　　ガ　　ナ 性別

鬢櫛久美子
ビ ン グ シ ク ミ コ

女

女
名古屋大学

京都大学大学院

広島大学大学院

氏　　　名 年齢

○

該当 議 決 事 項 該当

選 任 条 項 別 定 数 実 数

定数 実数

1 4 4

区分

理事

2

定例 33

3 3

令和2年4月1日

臨時 0

（※1）
評議員会への
実出席回数

備　　考

計

4

3

3

三枝
サエグサ

和也
カ ズ ヤ

教職員H27.6.26 令和4年4月1日

男

名古屋柳城短期大学

若杉雅夫
ワカスギマサオ

男

榎戸裕子
エ ノ キ ド ユ ウ コ

女
織田純代
オ ダ ス ミ ヨ

豊田和子
ト ヨ ダ カ ズ コ

菊地伸二
キ ク チ シ ン ジ

H25.4.1

愛知県立芸術大
学

大学院
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（※1）「評議員会への実出席回数」欄は、「令和３年度中の評議員会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。　

(※２)評議員会開催回数のカウントにおいて、同一日に複数回開催した場合は「1回」でカウントしてください。

2

3

0

0

0

（※1）
評議員会への
実出席回数

備　　考

2

3

3

0

2

0

女

R2.5.30

R2.4.1

R2.5.18

項又は号

名古屋柳城短期大学

明治薬科大学
薬学部

愛知学院大学
商学部

理事

聖公会聖職者

加藤
カ ト ウ

真人
マ コ ト 男

R4.4.1

加藤陽子
カ ト ウ ヨ ウ コ

山本里絵
ヤ マ モ ト リ エ

竹内
タケウチ

　清
キヨシ

女

男
R4.4.1

山田
ヤ マ ダ

やつか

西原廉太
ニ シ ハ ラ ケ ン タ

後藤香織
ゴ ト ウ カ オ リ

1項6号

学識経験者
理事会専任

女

女
四大生保護者

1項4号

1項5号

聖公会聖職者

四大生保護者

青山学院大学

1項5号

学識経験者
理事会専任

1項7号

法政大学

瑞穂高校 R3.6.1 短大生保護者

名古屋柳城短期大学 R4.5.25 短大生保護者

1項7号

1項6号

名古屋柳城短期大学

重任年月日就任年月日 選任区分

R3.4.1

R3.4.1

R2.4.1

住　　　　所
選 任 区 分 等

最終学歴
就　　　　　任

R4.4.1東北学院大学

立教大学大学院

関西学院大学
神学部

1項3号

1項3号

理事

渡邉陽子
ワ タ ナ ベ ヨ ウ コ

名

加藤高明
カ ト ウ タ カ ア キ

男

宮島義人
ミ ヤ ジ マ ヨ シ ト

女
聖公会聖職者

1項4号

1項4号

フ　　リ　　ガ　　ナ
現　　　　　職

性別

男

男

氏

土井宏純
ド イ ヒ ロ ス ミ

年齢

男
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③　理事、監事、評議員に欠員（各選任区分における欠員を含む。）がある場合は、その理由及び補充の目途を記入してください。

④　法人運営について日常的に協議等を行う常務理事会等がある場合は、その名称、設置根拠及び開催状況（原則週１回、月２回等）等を記入してください。

名 称

（注）　設置の根拠欄には、規程等の名称・条項等を記入する。

⑤　理事会と教学組織との意思疎通を図るため、合同会議等を設置している場合は、その名称、設置根拠、構成員、開催状況（原則週１回、月２回等）等を記入してください。

名 称

（注）　設置の根拠欄には、規程等の名称・条項等を記入する。

区　　　分 補　　　充　　　の　　　目　　　途理　　　　　　　　　　　　　　由

理　　　事

監　　　事

選任条項6-2-1（名古屋柳城女子大学学長）と、選任条項6-2-2（名古屋柳城
短期大学学長）は、兼任しているため、寄附行為第5条1により、理事数を1名減
じている。

欠員なし

評　議　員

構 成 員

設 置 の 根 拠 構 成 員

開 催 状 況 等設 置 の 根 拠

欠員なし

学内理事会に関する規程

（１）理事長
（２）名古屋柳城女子大学学長
（３）名古屋柳城短期大学学長
（４）理事（教学担当）
（５）理事（労務・募集広報担当）
（６）法人　総務部長
（７）学長室長

原則　月１回学内理事会

大学運営会議規程

（１）理事長　（２）名古屋柳城女子大学学長、名古屋柳城
短期大学学長　（３）名古屋柳城女子大学副学長、名古屋
柳城短期大学副学長　（４）法人事務局長、大学事務局長
（５）法人総務部長、大学総務部長、　（６）教学部長

原則　月１回

開 催 状 況 等

大学運営会議
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⑥　監事の監査を支援するための事務体制や「内部監査」の組織の状況について記入してください。また、監査の充実を図るための取組及び理事長等から監事に対して報告している事項
や、
　監事から指摘を受けて改善等に取り組んでいる事項等があれば記入してください。

組織等の有無

有

令和３年度に実施した主な業務・活動内容組織等の名称

（３）監事から指摘を受けて改善等に取り組んで
いる事項等について

・中長期計画についての内容は早急に実施に移す。実行できる体制を構築し、P-D-C-Aサイクルにて、数値目標を設定して実行していく。
・個人研究費の金額の妥当性、交付後の検証について
・学生募集の取り組み方について
・専任教員のコマ数のアンバランスな状況についての調査と対応
・教職員のレベルアップと教員と職員の協働の重要性
・人事考課制度の必要性
・残業時間の問題

有

監事監査支援の事務体制

「内部監査」の組織

経理課
内部監査室

内部監査室

・令和３年度には、予算編成から決算までの財務状況についての監査を行い、会計監査の充実を図っている。
・すべての理事会に出席を依頼し、財務状況、業務執行状況、活動方針などについて情報共有を行っている。
予算編成においては、コストの削減や無駄がないかの確認などを細やかな視点を持って、経理課と連絡を密にし書類のチェック及び精査を行っ
ている。

決算書の作成・保管に関すること
預金管理・固定資産の管理に関すること
会計伝票の処理に関すること

（１）監事の監査を支援するための事務体制や
「内部監査」の組織について

区分

理事会決定事項の履行状況に関すること
ガバナンスに関すること
予算執行に関すること
財産の状況に関すること

（２）具体的な監査計画の策定等、監査の充実
を図るための取組や、理事長等から監事に対し
て報告している事項等について
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Ｆ－２　管理運営の状況

 ①-１　理事会の開催状況

人 人 人 人

◯ 令和３年度中に一度も出席していない理事氏名（この場合の出席とは、書面出席等ではなく実出席（WEB出席含む）で考える。）を記載。

※当該理事が調査時点で退任している場合はその旨（）で記載。（記載例：（R4.3.31退任））

◯ 書面での意思表示をもって出席者とみなす場合、右記に寄附行為該当条項を記載。（該当なしの場合は「－」を記載。）

◯ 学校法人で使用している「書面での意思表示」の雛型又は直近で使用した書面を１枚、当ページの後ろに添付すること。

（注）１．記入範囲は、令和３年度予算の議決から始まり、令和３年度決算の議決及び監事の監査報告までの理事会としてください。

　　　２．同一日に複数回開催した場合は、それぞれの開催回ごとに記入してください。

　　　３．「令和３年度理事会実出席率」欄には、それぞれ令和３年度中（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）の実出席率（「令和３年度中に開催された理事会

      　の出席者数(b)欄の合計」÷「令和３年度中に開催された理事会の現員(a)欄の合計」）を小数点以下第２位まで記入してください。（小数点以下第３位を四捨五入）

      　また、「令和３年度中に開催された理事会」数については、同一日に複数回開催した場合は「1回」でカウントしてください。その際、出席者数が異なる場合は、

　　　　出席者の少ない方での出席者数で計算してください。

令和4年4月20日 1 ／ 2
（議決事項）…１）役員人事の件について　２）2022年度事業計画の重点事項について　３）規程改訂の件
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告　３）定期監査報告（内部監査室）　４）2022年度柳城学院組織図　５）2022年度学生募集戦略につ
いて8 8 1.00 0

2

／ 2

／

／ 2

／ 2

／ 2

／ 2

2

令和4年3月23日 2 ／ 2

（議決事項）…１）2022年度中期計画の件について　２）2022年度事業計画案及び予算案の件について　３）2021年度末大学・短大の資産除却の件につい
て
４）規程改訂の件　５）役員人事の件について　６）採用者について　７）法人・大学・短大・附属幼稚園教職員人事及び給与について
８）2022年度期末手当支給率の件について　９）2022年度理事会日程について
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告　３）中期計画の各園、各部署の達成状況報告について　４）裁量労働制導入について

8 7 0.88 0

1.00 0

0.97

2
0

0

0.88

8

0
2

8

8

0

1.00

2

1.00
2

2

2

2

7 0.88 0

出席者
数(b)

1
7 0.88 0

2
8 1.00 0

0

7

／ 2
8 8 1.00

監事の
出席状況実出席率

(b/a)

2

2

0
2 ／

意思
表示

／

1.00

1.00
2

0

議　　　　　　事　　　　　　内　　　　　　容
現　員(a)

開 催 年 月 日
出席者数等

／ 2
8

令和３年度理事会実出席率

令和4年5月25日
8

区
分

2

2／

1.00

8

8

8

令和3年3月22日

令和3年4月21日

令和3年5月26日 ／

令和3年6月23日

理
　
　
事
　
　
会

9

開 催 日 現 在の 状況

定　　員

令和3年7月21日

8

8

8

令和4年3月7日

8

8

令和3年2月16日
8

8

8

8

令和3年5月26日

令和3年9月15日

令和3年10月20日

令和3年11月17日

8

（議決事項）…１）【第1号議案】（１）現法人事務局長の理事辞任について（2022年3月31日付）
２）【第2号議案】（１）現法人事務局長及び現大学・短大事務局長の辞任について（2022年3月31日付）
（２）法人事務局長及び大学・短大事務局長の新規採用について（2022年4月1日付）

（議決事項）…1）2021年度事業報告（案）の件について　２）2021年度決算報告（案）の件について　３）評議員選任の件について　４）監事選任の件につい
て
５）特別専任教職員の期末手当支給率の件について　６）規程改訂の件
（報告事項）…１）学部報告　２）附属幼稚園の近況報告　３）学生募集の近況報告

第15条9項

（議決事項）…１）中期計画の件について　２）2021年度事業計画案及び予算案の件について　３）2020年度末資産除去の件について　４）規程改訂の件に
ついて
５）役員人事の件について　６）2021年度事務組織の件について　７）学生募集戦略の件について　８）大学・短大の専任職員の採用について
９）附属豊田幼稚園採用の件について　１０）法人・大学・短大・附属幼稚園人事及び給与について　１１）2021年度期末手当支給率の件について
１２）2021年度理事会日程の件について　１３）柳城幼稚園の園則の変更について
（報告事項）…１）学務報告

（議決事項）…規程改訂の件について
（報告事項）…１）学務報告　２）役員人事の件について　３）2021年度理事会日程について　４）中期計画について　５）2021年度事業計画について
６）学生募集戦略について

（議決事項）…１）2020年度事業報告書及び2020年度決算の件、監査報告　２）評議員選任の件　３）幼稚園の時間単位年次有給休暇の労使協定につい
て
４）役員賠償責任保険の契約変更について　５）規程改訂の件について
（報告事項）…１）理事の担当について　２）学務報告

（議決事項）…１）規程改訂の件について
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告

（議決事項）…１）規程改訂の件について
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告

（議決事項）…１）2021年度補正予算案の件について　２）附属幼稚園除却資産一覧の件について　３）豊田幼稚園処遇改善加算の分配について
４）柳城幼稚園処遇改善加算の分配について　５）三好丘聖マーガレット幼稚園処遇改善加算のぶんぱいについて　６）2022年度チャプレン人事の件につ
いて
７）附属三園の英語表記について　８）規程改訂の件
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告　３）2022年度予算の概要及び今後の財務状況（中間報告）について　４）2021年度学校法人監事

（議決事項）…１）規程改訂の件について
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告

（議決事項）…１）規程改訂の件について
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告

（議決事項）…１）附属三好丘聖マーガレット幼稚園教員採用の件について　２）規程改訂の件　３）2022年度以降の経費削減計画（案）について
４）教職員への経費削減計画（案）の周知について
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告　３）中期目標計画実行計画書の中間報告

（議決事項）…１）規程改訂の件について

（議決事項）…１）名古屋柳城短期大学保育科の収容定員変更の件について　２）名古屋柳城短期大学専任教員採用の件
（報告事項）…１）学務報告　２）附属幼稚園の近況報告　３）2022年度期末手当支給に関する個別面談について　４）2022年度当初予算の各課提出状況
について　５）令和3年度名古屋柳城短期大学認証評価について8 1.00 0

1.00 0

令和3年1月19日 2 ／

8
2
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①-２　評議員会の開催状況

19 人 人 人 人

◯ 令和３年度中に一度も出席していない評議員氏名（この場合の出席とは、書面出席等ではなく実出席（WEB出席含む）で考える。）を記載。

※当該評議員が調査時点で退任している場合はその旨（）で記載。（記載例：（R4.3.31退任））

◯ 書面での意思表示をもって出席者とみなす場合、右記に寄附行為該当条項を記載。（該当なしの場合は「－」を記載。）

◯ 学校法人で使用している「書面での意思表示」の雛型又は直近で使用した書面を１枚、当ページの後ろに添付すること。

（注）１．記入範囲は、令和３年度予算の諮問から始まり、令和３年度決算の報告及び監事の監査報告までの評議員会としてください。

　　　２．同一日に複数回開催した場合は、それぞれの開催回ごとに記入してください。

　　　３．「令和３年度評議員会実出席率」欄には、それぞれ令和３年度中（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）の実出席率（「令和３年度中に開催された評議員会の

      　出席者数(b)欄の合計」÷「令和３年度中に開催された評議員会の現員(a)欄の合計」）を小数点以下第２位まで記入してください。（小数点以下第３位を四捨五入）

      　また、「令和３年度中に開催された評議員会」数については、同一日に複数回開催した場合は「1回」でカウントしてください。その際、出席者数が異なる場合は、

　　　　出席者の少ない方での出席者数で計算してください。

監事の
出席状況

議　　　　　　事　　　　　　内　　　　　　容
定　　員 現　員(a)

出席者
数(b)

実出席率
(b/a)

意思
表示

／ 2
0

019

令和2年3月22日

15 0.79

2

令和3年5月26日

令和4年2月16日

2 ／ 2

2
13 0.68

2

区
分

開 催 日 現 在 の 状況
開 催 年 月 日

出席者数等

評
　
　
議
　
　
員
　
　
会

15 0.79

令和4年4月20日

令和4年3月23日
19

19 18 0.95

19

2 ／

0
2 ／

0

令和３年度評議員会実出席率 0.80

渡邉陽子

第18条7項

（議決事項）…１）中期計画の件について　２）2021年度事業計画（案）及び予算（案）の件について　３）評議員会選出理事の件について　４）監事選任同意の
件
（報告事項）…１）学務報告

（議決事項）…１）2020年度事業報告及び2020年度決算の件、監査報告　２）役員報酬規程について
（報告事項）…１）評議員選任について　２）学務報告

（議決事項）…１）2021年度補正予算（案）の件について
（報告事項）…１）学務報告

（議決事項）…１）2022年度中期計画の件について　２）2022年度事業計画（案）及び予算（案）の件について
（報告事項）…１）学務報告

（議決事項）…１）監事の選任について　２）2022年度学校法人柳城学院評議員について　３）2022年度学校法人柳城学院事業計画書について
４）学校法人柳城学院中期計画書について
（報告事項）…１）学務報告

（議決事項）…１）2021年度事業報告（案）の件について　２）2021年度決算報告（案）の件について　３）監事選任の件について
（報告事項）…１）学務報告

0

0
令和4年5月25日

19 15 0.79

18 14 0.78
1 ／ 1

／

／ 22
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②　当初予算及び決算についての理事会等における審議状況及び財務書類等の備付け等の状況

 （１）　当初予算及び決算についての理事会、評議員会における審議及び報告の状況 （２）　資産総額の変更登記及び財務書類等の備付けの状況

令和３年度資産総額の変更登記 令和 4 年 6 月 7 日

ア．令和３年度当初予算 令和３年度財務書類等の備付時期 令和 4 年 6 月 7 日

（令和３年度補正予算（最終）） 令和３年度財務書類等の備付場所

イ．令和２年度決算

ウ．令和４年度当初予算
備
付
け

閲
覧

備
付
け

閲
覧

備
付
け

閲
覧

エ．令和４年度補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○

オ．令和３年度決算 ○ ○ ○ ○ ○ ○

カ． ○ ○ ○ ○

キ．

ク．

(※)予算審議に係る理事会を同日に複数回開催している場合（又は理事会を中断した場合）は、最後に開催した時刻（又は再開した時刻）を（　）に記入してください。

上記の各事項について、所定の期日（当初予算：毎会計年度開始前、決算：毎会計年度終了後２月以内（私立学校法第４６条及び第４９条））までに審議していない場合及び

　寄附行為に定める所定の手続きを行わなかった場合は、その理由を簡潔に記入してください。※新型コロナウイルスの感染拡大が理由の場合を含みます。

③　令和２年度当初予算又は補正予算に計上されていない、期中における借入金、重要な資産の処分の有無

　（１）　借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く）の有無

理事会審議年月日 年 月 日 （ ）

評議員会審議年月日 年 月 日

　（２）　重要な資産の処分の有無

理事会審議年月日 年 月 日 （ ）

評議員会審議年月日 年 月 日

借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）、重要な資産の処分に関する事項について、理事会、評議員会において審議（私立学校法第42条）

　していない場合は、その理由を簡潔に記入してください。

カ．監査報告書

上記ア～クのインターネットの利用による公表の有無 有

上記ア～クのうち公表していないものを記載　　（　　　　　　　　　　　　　　）
公表していない財務書類等の公表予定時期　　令和　年　月

令和　年　月　日
時　　分

（　　　　時　　分　　　　）

令和　年　月　日
時　　　分

令和3年3月22日
15時40分

（　　　　時　　分　　　　）

令和　年　月　日
時　　分

（　　　　時　　分　　　　）

令和4年5月25日
15時40分

令和4年5月25日
16時30分

エ．事業報告書

ウ．収支計算書

キ．役員に対する報
酬等の支給の基準

ケ．その他
（　　　　　　　　　　　）

ア．財産目録

イ．貸借対照表

令和３年度監事の監査報告

令和3年3月22日
14時00分

令和　年　月　日
時　　　分

審議事項
理事会

開催日時
評議員会
開催日時

事業に関する中期的な計画

事業に関する中期的な計画の変更

無 有の場合 ：

無 有の場合 ：

３ヶ月以内寄附行為に定めている資産総額の変更登記の期限

令和4年3月23日
15時30分

（　　　　時　　分　　　　）

令和4年3月23日
14時00分

令和4年5月25日
15時40分

令和4年5月25日
16時30分

令和3年3月22日
15時40分

（　　　　時　　分　　　　）

令和3年3月22日
14時00分

令和4年2月16日
15時30分

（　　　　時　　分　　　　）

令和4年2月16日
14時00分

令和3年5月26日
14時00分

令和3年5月26日
16時30分

ク．寄附行為

名古屋柳城女子大学・名古屋柳城短
期大学経理課

備え付けている財務書類等の種類及び閲覧に供している財務書類等の種類について、下記
該当事項に○印を付してください。

オ．役員等名簿

あらかじめ、評議員会の意見を聞いている

あらかじめ、評議員会の意見を聞いている

33 ページ



④－１　役員の他の学校法人における兼任状況

理事長

理事

理事

監事

④－２　監事について
現在を含めてこれまでに理事との上下関係の立場にあった場合、その状況について記載してください。

過去

現在

過去

現在

本田直樹監事

理事氏名 上下関係の役職等 期間

氏　　　名

西原廉太

矢野美季恵監事

土井宏純

他の学校法人等における役職名
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④－３　競業の状況

理事長

理事

　　　次のような場合も競業となる可能性がある。
　　　①理事が個人又は会社等の代表者として、学校法人と競合する事業を行う場合
　　　②附属病院のある大学法人の理事が、病院（医療法人）を運営する場合
　　　③理事が他の学校法人の理事を兼ねる場合
　　　④附属病院のある大学法人の理事が、他の病院で診療行為を行う場合

④－４　利益相反取引の状況

理事長

理事

（注）利益相反取引とは、理事との売買取引や理事の債務保証等が代表的なもの。

他の学校法人等における役職名及び競業の内容

該当なし

該当なし

該当なし

氏　　　名 他の学校法人等における役職名及び利益相反取引の内容
理事会承認日

（又は承認予定日）

該当なし

氏　　　名
理事会承認日

（又は承認予定日）

（注）競業とは理事が個人又は会社等の代表者として、学校法人と競合する事業を行うことであり、教育研究事業のみならず、収益事業も対象とする。
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（財産状況の監査）

（業務状況・理事の業務執行の状況の監査）

（財産状況の監査）

（業務状況・理事の業務執行の状況の監査）

（財産状況の監査）

（業務状況・理事の業務執行の状況の監査）

（矢野監事）

（本田監事）

※監査計画を策定している場合には、今年度の監査計画を当ページの後ろに添付してください。

（５）　監査計画の策定の
　　有無

大学という社会に寄与する人材育成の機関としての社会的責任を強く認識し、調査の質を持続的に向上するとともに、透明性が高い業務を提供していくことを基本方針とする。
さらに、適切な監査を行うことで組織の活性化、外部環境に対応できる組織の風土を構築することも合わせて方針とする。

（２）　監査項目に対する
　　課題（現状）認識

①人件費率が高いため、適正な人員体制および待遇の見直しに関する課題
②遊休資産の将来的な活用に関する課題
③資金収支の安全性を確保するための定員充足に関する課題
④適切な予算管理の執行に関する課題

①不正行為などコンプライアンスに違反する案件に関しての課題
②業務の効率化および省力化に伴う、時間管理に関しての課題
③諸規定の運用について情報の共有化が図れているかに関しての課題

（３）　課題認識を踏まえ
た今後の取組の方策

①人件費率が約80％とかなり高いため、非常勤化や定年後雇用など雇用形態について柔軟な対応を図るとともに、賞与や手当などの見直しによる処遇改善を図っていく。
②遊休資産については、2020年度に一部売却をし現金化している。
③安定的な学生確保を最大の事業目標とし、広報・企画力の向上や学生への支援力を向上させる仕組みづくりに着手していく。
④日常的なコスト削減のみならず、委託契約や不要な入試広報経費などの削減など過年度予算を通して表面化した予算課題について再考する。

①公的研究費の不正使用などのチェック機能を強化するとともに教職員全体のハラスメントなどに関するコンプライアンスの強化について指導及び研修などを実施。
②働き方改革の実践について教職員が意識を共有することが出来る業務環境を構築する。
③大学諸規定の理解しながら、大学業務の適切な運用を図り、ガバナンスを強化する。

（４）　監事間の役割分担

主に財務全般に関する監査役

※役割分担がある場合に記入
　してください

主に法的な観点からの大学運営全般に関する監査役

（１）　監査業務に関する
　　基本方針

学校経営としての安定的な財産状況を確保するために、適切な経営を持続的に向上する仕組みを構築、または風土作りをすることを基本方針とする。

⑤-１　監事の職務執行状況

F2⑤-1及び⑤-2については、記入された内容について間違いがないか監事に必ず確認してください。
監事の確認が取れた後に、左のチェックボックスにチェックを入れてください。（このセルの背景が白に戻ります。）

１　職務に関する監事の認識

項 目 監事の認識等
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（１）　業務状況の監査

②　監査方法・内容：

（うち教学監査の実施実績について） 有

（うち教学監査について）

（２）　財産状況の監査

②　監査対象分野・事項：

④　公認会計士との連携の状況

（３）　理事の業務執行の状況の監査

②　監査方法・内容：

（４） 無 （書面の作成または議事録等への記載 ：） 無

（意見具申が有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

（５） 無

（有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

⑤-２-２前年度決算において作成された独立監査人（公認会計士又は監査法人）の監査報告書で指摘されている事項　　※特にない場合は「特になし」と記入

③ 監 査 結 果 ：

適正であった。

④　そ の 他  ：

特になし。

①　監査実施日・期間： 令和3年5月24日～25日、令和4年2月17日～18日　（計4日）

・令和2年度決算の計算書類の監査　　・監査法人による決算監査の立会い　　・期中における月次処理及び資金チェック
・本学院が掲げる理念・目的の達成に向けて、適切な経営状態になっているか、不明瞭な資金の動きがないかを監視する。

③ 監 査 結 果 ：

適正であった。

（公認会計士の監査の実施日・期間：5月、2月　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

学校法人の業務若しくは財産状
況又は理事の業務執行の状況
についての理事への意見具申

監査の結果、不正の行為又は法令
若しくは寄附行為に違反する重大
な事実があるとき、所轄庁への報
告又は理事会及び評議員会への報
告

特になし。

①　監査実施日・期間：

理事会と評議員会へ出席、並びに内部監査室会議に出席（オンライン含む）し、教授会の議事録と各委員会の議事録チェックなどにより、私立学校法に基づき業務が適正に行われているか

監査を実施した。

監査法人による中間監査と決算監査に立ち合い、情報交換を行う。

⑤-２-１　監事の職務執行状況（前年度期中及び前年度決算において実施した監事の職務実行状況）

職 務 内 容 職　　務　　執　　行　　状　　況

①　監査実施日・期間： 令和3年4月21日、5月26日、6月23日、7月21日、9月15日、10月20日、11月17日、令和4年1月19日、2月16日、3月7日、3月23日（計11日）

④　そ の 他  ：

令和4年5月26日

理事1名に対し、業務執行の状況を始め、教職員の法令違反の有無や財務状況について確認した。

理事会において、監事会報告として教学に関する監査結果を報告した。

③ 監 査 結 果 ：

適正であった。

報告として対応している。
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⑤-３　独立監査人の監査報告書

　 　

※令和３年度の計算書類における、独立監査人の監査報告書の写しを添付してください。
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　○　諸規程の種類

ア． コ． ツ．

イ． サ． テ．

ウ． シ． ト．

エ． ス． ナ．

オ． セ．

カ． ソ．

キ． タ．

ク． チ．

ケ．

【理　由】

※規程を作成する必要がない場合は「×」を記入し、下記にその理由を説明すること。

公 益 通 報 に 関 す る 規 程
（ ） ○

旅 費 規 程
（ ） ○

特定個人情報等の取扱いに
関する規程
（　　　　　　　　　　　　　　　）

○

※私立学校法第４８条第１項において、学校法人は、役員に対する報酬等について、支給の基準を定めなければならないと規定されております。
役員に対する報酬「等」には、報酬以外に、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当などが含まれます。
寄附行為上に「無報酬とする」と定めてあったとしても、当該規定作成の必要性がない理由として不十分ですので、「支給をしない」旨規定する必要があります。

個人情報保護に関する規程
（ ） ○

役 員 退 職 金 支 給 規 程
（ ） ×

情 報 公 開 に 関 す る 規 程
（ ） ○

教 職 員 退 職 金 支 給 規 程
（ ） ○

公 印 取 扱 規 程
（ ） ○

教 職 員 給 与 規 程
（ ） ○

文書取扱い(授受、保管)規程
（
）

○
役員に対する報酬等の支給の
基準
（　　　　 　　　　　　　　　　　　）

○
資 産 運 用 に 関 す る 規 程
（ ） ○

稟 議 規 程
（ ） ○

定 年 規 程
（ ） ○

物 品 管 理 規 程
（ ） ○

○

組 織 規 程
（ ） ○

就 業 規 則
（ ） ○

会 計 ・ 経 理 規 程
（ ） ○

事 務 分 掌 規 程
（ ） ○

教 職 員 任 免 規 程
（ ） ○

固 定 資 産 管 理 規 程
（ ）

Ｆ－３　諸規程の整備状況
※整備済の規程は該当欄に「○」を、未整備の規程（規程を作成する必要がない場合も含む）は該当欄に「×」
を記入してください。なお、規程を作成する必要が無い場合は、理由を【理由】欄に記載してください。
※整備済の規程について、内容的に対応する規程の名称を（　）に記入してください。

組 織 ・ 総 務 関 係 該当 人 事 ・ 給 与 関 係 該当 財 務 関 係 該当
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Ｆ－４　学校法人の組織機構
  　       学校法人組織機構図

　　　　（学校法人組織機構図作成例）  （令和４年７月１日現在）

法人事務局（4人） 法人総務部長
(事務局長　三枝和也　63歳） （部長　中村博文　51歳）兼

歴史資料室

（2人） 総合企画部
（部長　制野司　52歳）

入試広報部 入試広報課（4名）
（部長　大澤弘毅　62歳）兼 （課長　佐藤章裕　57歳）

総務課(3人)
名古屋柳城女子大学 (課長　加藤実治　63歳)
名古屋柳城短期大学総務部

学長室 (部長　中村博文　51歳)兼 経理課(3人)
（1人） (課長　福田郁子　60歳)

名古屋柳城女子大学 名古屋柳城女子大学 名古屋柳城女子大学
名古屋柳城短期大学 名古屋柳城短期大学 名古屋柳城短期大学 事務局 教務課(3人)
(学長　菊地伸二　60歳）(副学長　豊田和子　72歳）(事務局長　三枝和也　63歳）兼 (課長　種市淳子　56歳)

名古屋柳城女子大学
名古屋柳城短期大学教学部 学生支援課（3名）

(理事長　菊地伸二　60歳) 名古屋柳城女子大学 幼児教育研究所(1人） (部長　種市淳子　56歳) (課長　種市淳子56歳)兼
名古屋柳城短期大学 （所長　榎戸裕子　67歳）
(学長補佐　青山佳代　46歳） 保健室

キリスト教センター（1人） （1人）
（センター長　髙瀨　慎二　40歳）兼 就職課(2人)

(課長代理　早川美智代　57歳)
図書館(3人)
(館長　村田康常　52歳)兼 (課長　藤田憲哉　59歳)

名古屋柳城短期大学附属柳城幼稚園 学生相談室
(園長　織田純代　60歳） （室長　荻原はるみ　64歳）兼

名古屋柳城短期大学附属豊田幼稚園
(園長　澤田二三夫　62歳）

名古屋柳城短期大学附属三好丘聖ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ幼稚園
(園長　児玉文子　66歳）

内部監査室

評 議 員 会

理　事　会

監　　事

注：大学の事務局については、
「○○大学事務局」というよう
に、大学名も記入すること。
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５－（１）新入生及びその保護者が行う寄附金の募集の有無：　

※有の場合は、寄附金の募集要項及び趣意書を添付してください。

:※寄附金が「任意」である旨の記載がある場合は、その箇所に「○」（朱書き）などの印を付けてください。

※なお、今後募集する予定があれば、趣意書等の（案）を添付してください。

５－（２）学校債の募集の有無：　

※有の場合は、学校債の募集要項及び趣意書を添付してください。

※なお、今後募集する予定があれば、趣意書等の（案）を添付してください。

５－（３）現在係争中の訴訟の有無：　

【訴訟の概要】

Ｆ－５　その他

無

無

無

年　　月　　日

　概要案件名 提訴日
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